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Ⅰ 決算の状況 

１．貸借対照表 
                                                    （単位：千円） 

科        目 
22年度 

（平成22年12月31日） 

23年度 

（平成23年12月31日） 

（ 資 産 の 部 ） 
１ 信用事業資産 
 (1) 現金 
 (2) 預金 
        系統預金 
        系統外預金 
  (3) 有価証券 
    国債 
        地方債 
        政府保証債 
        金融債         
  (4) 貸出金 
  (5) その他の信用事業資産 
       未収収益 
       その他の資産 
  (6) 貸倒引当金 
２  共済事業資産 
  (1) 共済貸付金 
  (2) 共済未収利息 
  (3) その他の共済事業資産 
３  経済事業資産 
  (1) 経済事業未収金 
  (2) 受託販売債権 
  (3) 棚卸資産 
        購買品 
        その他の棚卸資産 
  (4) その他の経済事業資産 
 (5) 貸倒引当金 
４  雑資産 
 (1) 雑資産 
 (2) 貸倒引当金  
５  固定資産 
  (1) 有形固定資産 
    建物 
    機械装置 
    土地     
    その他の有形固定資産 
    減価償却累計額 
 (2) 無形固定資産     
    その他の無形固定資産 
６  外部出資 
 (1) 外部出資 

①系統出資 
 ②系統外出資 
(2) 外部出資等損失引当金 

７ 繰延税金資産 

 
10,052,572 

28,087 
7,613,683 

(7,606,316) 
(7,366) 

1,059,980 
(502,260) 
(527,720) 

  - 
(30,000) 

1,323,804 
31,535 

(29,229) 
(2,306) 
△4,518 
11,044 
10,837 

203 
3 

199,811 
26,249 

146,847 
25,940 

(25,926) 
(13) 
874 

△100 
15,990 

16,000 
△10 

375,781 
372,826 

(644,490) 
(303,306) 

(87,077) 
(188,388) 

(△850,435) 
2,954 

(2,954) 
229,978 

230,278 
(222,798) 

(7,480) 
△300 

30,387 

 
10,434,557 

34,691 
8,502,436 

(8,498,013) 
(4,422) 

534,540 
(107,730) 
(426,810) 

  - 
- 

1,330,830 
36,519 

(34,920) 
(1,598) 
△4,460 
11,265 
11,031 

187 
46 

248,169 
27,065 

199,404 
16,933 

(16,870) 
(62) 

4,863 
△98 

9,636 
9,643 
△6 

350,547 
345,291 

(701,360) 
(305,095) 

(87,077) 
(132,256) 

(△880,498) 
5,256 

(5,256) 
316,752 

317,052 
(309,572) 

(7,480) 
△300 

28,348 

資産合計 10,915,566 11,399,278 
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   （単位：千円） 

科        目 
22年度 

（平成22年12月31日） 

23年度 

（平成23年12月31日） 

（ 負 債 の 部 ） 
１  信用事業負債 
  (1) 貯金 
  (2) 借入金 
  (3) その他の信用事業負債 
        未払費用 
        その他の負債 
２  共済事業負債 
  (1) 共済借入金 
  (2) 共済資金 
  (3) 共済未払利息 
  (4) 未経過共済付加収入 
 (5) 共済未払費用 

(6) その他の共済事業負債 
３  経済事業負債 
  (1) 経済事業未払金 
  (2) 受託販売債務 
  (3) その他の経済事業負債 
４  雑負債 
５  諸引当金 
  (1) 賞与引当金 
  (2) 退職給付引当金 
  (3) 役員退任慰労金引当金 
 

 
9,672,258 

9,642,620 
5,950 

23,687 
(12,132) 
(11,554) 

106,290 
10,837 
52,314 

203 
42,870 

63 
     0 

62,416 
46,060 
16,345 

10 
15,963 
143,981 

7,270 
123,149 

13,562 

 
10,098,737 

10,073,252 
0 

25,485 
(9,185) 

(16,300) 
105,861 

11,031 
54,198 

187 
40,309 

110 
23 

110,132 
95,958 
10,585 

3,588 
13,514 
152,844 

4,150 
133,305 

15,388 

負債合計 10,000,910 10,481,090 

（ 純 資 産 の 部 ） 
１  組合員資本 
 (1) 出資金 
 (2) 資本準備金 
 (3) 再評価積立金 
  (4) 利益剰余金 
    利益準備金 
    その他利益剰余金 
     くん炭施設解体積立金 
     施設等改修積立金 
     有価証券価格変動積立金 
     税効果調整積立金 
         次期情報ｼｽﾃﾑ構築積立 
     特別積立金 
     当期未処分剰余金 
    （うち当期剰余金） 
 (5) 処分未済持分 
２ 評価・換算差額等 

(1) その他有価証券評価差額金 

 
892,006 

133,365 
332 

1,842 
756,467 

(158,000) 
(598,467) 

3,230 
225,000 

15,000 
37,500 

6,000 
283,000 

28,737 
10,665 

－ 
22,648 

22,648 

 
892,313 

134,310 
332 

1,842 
755,859 

(160,500) 
(595,359) 

0 
228,000 

20,000 
38,150 

984 
283,000 

25,225 
(2,039) 

△31 
25,874 

25,874 

純資産合計 914,655 918,187 

負債及び純資産合計 10,915,566 11,399,278 
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２．損益計算書                          （単位：千円） 

科         目 

22年度 

（自 平成22年 1月１日 

 至 平成22年12月31日） 

23年度 

（自 平成23年 1月１日 

 至 平成23年12月31日） 

１  事業総利益 
   (1) 信用事業収益 
         資金運用収益 
         （うち預金利息） 
         （うち有価証券利息） 
         （うち貸出金利息） 
         （うちその他受入利息） 
         役務取引等収益 
         その他事業直接収益 
         その他経常収益 

（うち貸倒引当金戻入） 
   (2) 信用事業費用 
         資金調達費用 
         （うち貯金利息） 
         （うち給付補填備金繰入） 
         （うち借入金利息） 
         （うちその他支払利息） 
         役務取引等費用 
         その他事業直接費用 
         その他経常費用 
         （うち貸倒引当金繰入） 
         （うち貸出金償却） 
    信用事業総利益 
   (3) 共済事業収益 
         共済付加収入 
         共済貸付金利息 
         その他の収益 

（うち貸倒引当金戻入） 
   (4) 共済事業費用 
         共済借入金利息 
         共済推進費 
         共済保全費 
         その他の費用 
         （うち貸倒引当金繰入） 
         （うち貸出金償却） 
    共済事業総利益 
   (5) 購買事業収益 
          購買品供給高 
          その他の収益 

（うち貸倒引当金戻入） 
   (6) 購買事業費用 
          購買品供給原価 
          その他の費用 
         （うち貸倒引当金繰入） 
          （うち貸倒損失） 
    購買事業総利益 

(7) 販売事業収益 
          販売品販売高 
          販売手数料 
          その他の収益 

（うち貸倒引当金戻入） 
   (8) 販売事業費用 
          販売品受入高 
          その他の費用 
         （うち貸倒引当金繰入） 
          （うち貸倒損失） 
      販売事業総利益 

(9) 農業倉庫事業収益 
(10) 農業倉庫事業費用 

       農業倉庫事業総利益    
（11）利用事業収益 
         ライスセンター収益 

           育苗センター収益 

234,122 
108,917 

89,452 
(51,183) 
(12,252) 
(25,928) 

(88) 
1,767 
9,322 
8,374 

－ 
31,867 

15,490 
(14,454) 

(710) 
(197) 
(127) 

881 
－ 

15,495 
(169) 

－ 
77,049 
67,058 

63,201 
390 

3,466 
－ 

5,147 
390 

2,765 
622 

1,368 
－ 
－ 

61,911 
290,405 

286,044 
4,361 

－ 
241,489 

226,594 
14,895 

－ 
(10) 

48,915 
13,132 

271,965 
12,024 

1,108 
－ 

1,517 
271,965 

1,517 
－ 
－ 
11,615 
5,742 
2,750 
2,991 
100,737 

31,773 
14,570 

223,577 
111,046 

92,911 
(53,363) 
(13,166) 
(25,607) 

(774) 
1,787 
9,718 
6,628 

－ 
28,548 

11,656 
(10,444) 

(817) 
(29) 

(365) 
1,015 

500 
15,375 

(0) 
－ 

82,497 
65,590 

61,945 
320 

3,324 
－ 

6,077 
320 

3,526 
628 

1,602 
－ 
－ 

59,513 
226,227 

261,482 
4,745 

－ 
220,814 

208,236 
12,577 

(3) 
(0) 

45,413 
15,129 

280,151 
13,261 

1,868 
－ 

1,585 
280,151 

1,585 
－ 
－ 
13,544 
6,799 
2,447 
4,352 
80,382 

27,810 
12,316 
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科         目 

22年度 

（自 平成22年 1月１日 

 至 平成22年12月31日） 

23年度 

（自 平成23年 1月１日 

 至 平成23年12月31日） 

           観光収益 
           葬祭収益 
           その他利用収益 
（12）利用事業費用 

           ライスセンター費用 
           育苗センター費用 
           観光費用 
           葬祭費用 
           その他利用収益 
        利用事業総利益 
  （13）指導事業収入 
           賦課金 
           指導事業補助金 
           指導雑収入 
  （14）指導事業支出 
           営農改善費 
           生活改善費 
           教育情報費 
           農政活動費 
           指導雑費 
        指導事業収支差額 
２  事業管理費 
   (1) 人件費 
   (2) 業務費 
   (3) 諸税負担金 
   (4) 施設費 
   (5) 雑費 

945 
50,310 

3,135 
65,583 

16,828 
10,426 

35 
36,831 

1,461 
35,153 
5,826 

503 
1,522 
3,800 

9,341 
1,463 

538 
626 
423 

6,289 
△3,515 
219,404 

153,901 
10,985 

8,138 
46,286 

92 

683 
36,003 

3,569 
57,161 

15,798 
8,605 

37 
31,276 

1,443 
23,220 
3,510 

496 
142 

2,872 
8,474 

875 
545 
560 
557 

5,935 
△4,963 
220,879 

156,981 
10,901 

8,463 
44,474 

57 

事 業 利 益 14,718 2,698 

３  事業外収益 
   (1) 受取雑利息 
   (2) 受取出資配当金 
   (3) 賃貸料 
   (4) 助成金収入 
   (5) 雑収入 

（うち貸倒引当金戻入） 
４  事業外費用 
   (1) 支払雑利息 
   (2) 貸倒損失 
   (3) 寄付金 
   (4) 雑損失 
     (うち貸倒引当金繰入) 

4,666 
967 

2,279 
1,085 

－ 
333 

－ 
20 
－ 
－ 

8 
12 
－ 

5,802 
663 

2,970 
1,085 

－ 
1,083 

－ 
0 
－ 
－ 

208 
39 
－ 

経 常 利 益 9,364 8,253 

５  特別利益 
   (1) 固定資産処分益 
   (2) 一般補助金 
   (3) 貸倒引当金戻入益 
  (4) 前期損益修正益 
   (5) その他の特別利益 
６  特別損失 
   (1) 固定資産処分損 
   (2) 固定資産圧縮損 
  (3) 減損損失 
   (4) その他の特別損失 

68 
－ 
－ 
68 
－ 
－ 

3,298 
28 
－ 
－ 

3,270 

1,241 
43 
－ 
67 
－ 

1,130 
4 

4 
－ 
－ 
－ 

税引前当期純利益 
法人税、住民税及び事業税 
過年度法人税、住民税及び事業税 
法人税等調整額 

16,134 
9,000 
△581 

△2,950 

9,489 
5,099 

 
2,351 

法人税等合計額 
当期剰余金 
前期繰越剰余金 
目的積立金取崩額 
当期未処分剰余金 

 
10,665 

14,801 
3,270 

28,737 

7,450 
2,039 

15,820 
7,366 

25,225 
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 ３．平成 22 年度 注記表等 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の債券・・・・償却原価法(定額法)により評価しています。 

② その他有価証券････時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・ 購買品・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法に基づく原価法により評価しています。 

                   (収益性の低下による簿価切下げの方法により算定) 

・ その他棚卸資産 ・・・・・・個別法に基づく原価法により評価しています。 

                             (収益性の低下による簿価切下げの方法により算定) 

 

３． 固定資産の減価償却の方法 

  (1)有形固定資産 

定率法（ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物(附属設備を除く。)は定額法）

を採用しています。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

により償却しています。 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しています。なお、当組合利用のソフトウェアについては、組合内にお

ける利用可能期間(５年間)で定額法により償却しています。 

  (３)長期前払費用 

      税務上の繰延資産に係る長期前払費用は、法人税法の規定する期間で均等償却

をしています。なお、長期前払費用５２千円は、「雑資産」に計上しており、その内訳は

次のとおりです。 

      公共下水道事業受益者負担金・・・・・・定額法を採用し、６年間で償却しています 

 

４． 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産の自己査定基準、経理規程及び償却・引

当基準に則り、次のとおり計上しています。 

    正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む。）については、貸倒実績率で算

定した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金額を計上しています。なお、この基準

に基づき、当期は租税特別措置法第 57条の 10により算定した金額に基づき計上して

います。 

破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権は該当がありません。 

すべての債権は、資産の自己査定要領に基づき、資産査定部署(企画管理課)が資

産査定を実施し、当該部署から独立した監査部署(監査室)が査定結果を監査しており、

その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。 

(2)賞与引当金 

賞与引当金は、職員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち
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当期負担分を計上しています。 

(3)退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。

なお、当組合は職員数 300 人未満の小規模企業等に該当するため、「退職給付会計

に関する実務指針(中間報告)」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13 号平

成 11年 9 月 14 日）により簡便法を採用しています。 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金規程の定めるところに従

って計上しています。 

 （5）外部出資等損失引当金 

外部出資等損失引当金は、当組合の外部出資先への出資に係る損失に備えるため、

有価証券の評価と同様の方法により、必要と認められる額を計上しています。 

 

５． リース取引に係る会計処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引で、リース取引開始日が平成２０年１２月３１日以前のリース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

また、リース取引開始日が平成 21 年 1月 1 日以降の当該リース取引はありません。 

 

６． 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

７． 記載金額の端数処理 

     貸借対照表及び損益計算書及び剰余金処分計算書並びに注記表の記載金額は千

円単位で、千円未満を切り捨てて表示しています。 

また、金額が千円未満の科目については「０」で表示し、期中に取引があるが期末に

残高が無い科目は、「―」で表示しています。 

 

Ⅱ．表示方法の変更 

平成 22 年３月 17 日農林水産省令第 18 号「農業協同組合法施行規則の一部を改正す

る省令」に伴い、次のとおり表示を変更しています。 

 

１． 貸借対照表関係 

      固定資産について、次のとおり表示を追加しています。 

     ・有形固定資産 … 「建物」、「機械装置」、「その他有形固定資産」 

 

Ⅲ．追加情報 

 

１． 従来、葬祭事業に係る人件費は事業管理費に含めて計上しておりましたが、損益区分

をより明確に表示するため、当期から葬祭費用に含めて計上する方法に変更していま

す。この変更により、事業利益、経常利益及び税引前当期利益に与える影響はありま

せん。 
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Ⅳ．貸借対照表に関する注記 

 

１． 固定資産の圧縮記帳額 

国庫補助金の受領により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳累計

額は 289,323 千円であり、その内訳は次のとおりです。なお、当期は圧縮記帳を実施し

ていません。 

     土地・・22,665 千円  建物・・102,028 千円   構築物・・3,095 千円 

機械及び装置・・158,603 千円  器具及び備品・・2,932 千円 

 

２. リース契約により使用する固定資産 

1） リース取引開始日が平成２０年１２月３１日以前のリース取引に関する事項 

（１）リース物件の所有権が借手に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。なお、

リース物件の所有権が借手に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引は

次のとおりです。 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

                               （単位：千円） 

 機械装置 器具備品 合計 

取 得 価 額 相 当 額 3,405 19,478 22,883 

減価償却累計額相当額 2,611 17,188 19,799 

期 末 残 高 相 当 額 794 2,290 3,084 

  うち１年以内の金額 681 2,290 2,971 

なお、取得価額相当額及び期末残高相当額の算定は、未経過リース料期末残高

の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込法によってい

ます。 

 

② 当期の支払リース料（減価償却費相当額） 

支払リース料 4,611 千円 

 

③ 減価償却相当額の算定方法は定額法を採用しています。 

 

 

２）オペレーティング・リース取引 

１年以内 1,444 千円 

１年超 - 千円 

合計 1,444 千円 

＊上記の「未経過リース料」には、解約可能なオペレーティング・リース取引の解約金を

含めて記載しています。 

 

３． 担保に供している資産 

   担保に供している資産の内容及びその金額は、次のとおりです。 

定期預金   500,000 千円    信連当座貸越、信連為替決済 
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４． 役員に対する金銭債権・債務 

    理事及び監事に対する金銭債権・金銭債務はありません。 

 

５． リスク管理債権の状況 

   貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に該

当するものはありません。 

① 破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が相当期間継続していることその他の事由

により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上し

なかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい

う。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。 

② 延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営

再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金で

す。 

③ ３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上

遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。 

④ 貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな

る取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当し

ないものです。 

  

Ⅴ．損益計算書に関する注記 

 

1.  購買品供給原価には、棚卸資産の収益性の低下に伴う簿価切下げによる棚卸評価損

58千円が含まれています。 

 

Ⅵ．金融商品に関する注記 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当組合は、農家組合員から預かった貯金をもとに、農家組合員や地域内の企業や

団体等へ貸付けを行っています。また、滋賀県信用農業協同組合連合会へ預けてい

るほか、国債や地方債等の債券の有価証券による運用を行っています。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員や地方公共団体等に

対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、顧客の契約不履行によってもたらされ

る信用リスクにさらされています。 

また、有価証券は、満期保有目的及びその他有価証券で保有しています。これらは

発行体の信用リスク、金利及び市場価格の変動リスクにさらされています。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を

決定しています。また、通常の貸出取引については、本所に審査担当を設置し与信審

査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロー等により償還能力の
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評価を行うとともに、担保評価基準等厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っていま

す。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正

に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化

に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償

却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。 

② 市場リスクの管理 

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールする

ことにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と

収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析等

を実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めていま

す。とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し等の投資環境分析及

び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会におい

て運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日

常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用

方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針等に基づき、有価証券の売買やリスクヘッジ

を行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行

っているかどうか確認し、定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成

し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資

判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握し

たうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価（時価に代わるものを含む。）には、市場価格に基づく価額のほか、

市場価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む。）が含

まれています。当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、

異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

２．金融商品の時価に関する事項 

（１）金融商品の貸借対照表計上額、時価及び差額 

当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。 

なお、時価の把握が困難なものについては、次表に含めず、（３）に記載しています。 

                                                  

                                             （単位：千円） 

種  類 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

預   金 7,613,683 7,596,761 △16,922 

有価証券 1,059,980 1,060,018 38 

 満期保有目的の債券 30,000 30,038 38 

その他有価証券 1,029,980 1,029,980  

貸出金（注１） 1,326,642   

 貸倒引当金（２） △4,528   

貸倒引当金控除後 1,322,114 1,360,892 38,778 
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資 産 計 9,995,777 10,017,671 21,894 

貯   金 9,642,620 9,631,342 △11,278 

負 債 計 9,642,620 9,631,342 △11,278 

（注１） 貸出金には貸借対照表上、総資産に計上している職員厚生貸付金 2,837

千円を含めています。 

（注２） 貸出金に対応する一般貸倒引当金を記載しています。なお、時価を把握す

ることが困難な場合は、上記の表から除いています。 

 

（２）金融商品の時価の算定方法 

【資  産】 

①預  金 

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレー

トであるＬｉｂｏｒ・円Ｓｗａｐレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定して

います。 

②有価証券 

債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。 

③貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の

信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから

当該帳簿価額によっています。 

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の

合計額をリスクフリーレートであるＬｉｂｏｒ・円Ｓｗａｐレートで割り引いた額から貸倒引当金

を控除して時価に代わる金額として算定しています。 

また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控

除した額を時価に代わる金額としています。 

 

【負  債】 

①貯  金 

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみな

してい す。また、定期貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フ

ローをリスクフリーレートであるＬｉｂｏｒ・円Ｓｗａｐレートで割り引いた現在価値を時価に代

わる金額として算定しています。 

 

（３）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは

（１）の金融商品の時価情報に含まれていません。 

（単位：千円) 

 
     貸 借 対 照 表 計 上 額 

外部出資(注) 230,278   

（注）外部出資時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象 

としていません。 
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（４）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額       （単位：千円) 

種   類 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

預   金 7,613,683 － － － － － 

有価証券 30,000 
－ － － － 

1,029,98

0 

 満期保有目

的の債券 
30,000 － － － － － 

その他有価

証券のうち

満期がある

もの 

－ － － － － 
1,029,98

0 

貸出金（１） 188,554 125,401 100,524 87,700 80,303 741,320 

（注１）貸出金のうち、当座貸越 8,579 千円については「１年以内」に含めています。ま

た、期限のない劣後特約付ローンについては「５年超」に含めています。 

 

（５）貯金の決算日後の返済予定額                                （単位：千円) 

種   類 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

貯金（注１） 8,204,285 522,617 548,514 32,720 55,545 0 

（注１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めて開示しています。な

お、定期積金については、上記の表から除いています。 

 

（６）有価証券の時価及び評価差額に関する事項 

①満期保有目的の債券で時価のあるもの                       （単位：千円） 

 
種 類 

貸借対照表 

計上額 
時  価 評価差額 

時価が貸借対照表計

上額を超えるもの 

金 融 債 30,000 30,038 38 

計 30,000 30,038 38 

合      計 30,000 30,038 38 

 

②その他有価証券で時価のあるもの                        (単位：千円) 

 
種     類   

取得原価 

又は償却原価 

貸借対照表 

計上額 
評価差額 

貸借対照表計上

額が取得原価又

は償却原価を超

えるもの 

国    債 299,805 306,570 6,764 

地  方  債 498,784 527,720 28,935 

計 798,589 834,290 35,699 

貸借対照表計上

額が取得原価又

は償却原価を超

えないもの 

国    債 198,566 195,690 △2,876 

計 
198,566 195,690 △2,876 

合       計 997,156 1,029,980 32,823 



 

32 

【純額で評価差益の場合】 

なお、上記の評価差額から繰延税金負債 10,175 千円を差し引いた額 22,648 千円

が、「その他有価証券評価差額金」に計上されています。 

③当期中に売却した満期保有目的の債券 

当期に売却取引はありません。 

④当期中に売却したその他有価証券 (単位：千円) 

種 類 売却額 売却益 売却損 

国 債 399,744 5,195 － 

地 方 債 99,973 4,126 － 

計 499,717 9,322 － 

 

Ⅶ 退職給付に関する注記 

 

１．退職給付制度の概要 

   職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用してい

ます。また、この制度に加え、退職給付の一部に充てるため、独立行政法人勤労者退職

金共済機構との契約による中小企業退職金共済制度を採用しています。 

   なお、退職給付債務・退職給付費用の計上にあたっては「退職給付に係る会計基準の

設定に関する意見書」（平成 10 年 6 月 16 日企業会計審議会）に基づき、簡便法により行

っています。 

 

２．退職給付債務等の内容 

（１）退職給付債務及びその内訳 

(単位：千円) 

① 退職給付債務 △172,511 

② 年金資産 49,362 

③ 未積立退職給付債務  (①＋②) △123,149 

 退職給付引当金  △123,149 

  

（２）退職給付費用の内訳 

(単位：千円) 

退職給付引当金への繰入額 9,510 

退職給付費用  9,510 

 

３．農林年金から将来見込額として示された特例業務負担金の額 

   法定福利費には、「厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を

図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律」附則第 57 条の規定に

基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充て

るため拠出した特例業務負担金 2,154 千円を含めて計上しています。 

    なお、同組合より示された平成 22年 3 月現在における平成 44年 3 月までの特例業務

負担金の将来見込額は 35,305 千円となっています。 
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Ⅷ 税効果会計に関する注記 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 

                                     

(単位:千円) 

(繰延税金資産)  

賞与引当金 2,253 

退職給付引当金 37,432 

役員退職慰労引当金 4,204 

外部出資等損失引当金 93 

未払費用 378 

未払事業税 496 

外部出資償却 186 

その他 342 

繰延税金資産計 45,386 

評価性引当額 △4,823 

繰延税金資産合計（Ａ） 40,563 

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価益 △10,175 

繰延税金負債合計（Ｂ） △10,175 

繰延税金資産の純額（Ａ＋Ｂ） 30,387 

 

２． 法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因  

法定実効税率  31.0% 

（調整）    

交際費等永久に損金にされない項目  4.1% 

受取配当等永久に益金に算入されない項目  △2.0% 

事業の利用分量による配当  △2.5% 

住民税均等割等  1.9% 

過年度法人税等  △1.1% 

評価性引当額の増減  3.4% 

その他  △0.9% 

税効果適用後の法人税等の負担率   33.9% 
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平成 23 年度 注記表等 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法 

・ その他有価証券 

・時価のあるもの････期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    ・時価のないもの････移動平均法による原価法 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・ 購買品       ・・・・・売価還元法に基づく原価法により評価しています。 

                   (収益性の低下による簿価切下げの方法により算定) 

・ その他棚卸資産 ・・・・・・個別法に基づく原価法により評価しています。 

                             (収益性の低下による簿価切下げの方法により算定) 

 （追加情報） 

当組合における棚卸資産（購買品）の評価方法は、従来、最終仕入原価法によ

っていましたが、平成 23 年 7 月の県システムの一斉更新により、売価還元法に

よる原価法に変更しました。 

   これによる、財務諸表への影響は軽微です。 

 

３． 固定資産の減価償却の方法 

  (1)有形固定資産 

定率法（ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物(附属設備を除く。)は定額法）

を採用しています。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

により償却しています。 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しています。なお、当組合利用のソフトウェアについては、組合内にお

ける利用可能期間(５年間)で定額法により償却しています。 

 

４． 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産の資産査定要領、経理規程及び償却・引

当基準に則り、次のとおり計上しています。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に

係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権につい

ては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除し、その残額を計上しています。 

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きい

と認められる債務者（破綻懸念先）に係る債権については、債権の元本の回収及

び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権に

ついては、当該キャッシュ・フローにより見積もった回収可能額を除いた額を予

想損失額として引き当てています。 

上記以外の債権（正常先及び要注意先（要管理先を含む。））については、貸倒



 

35 

実績率で算定した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金額を計上しています。

なお、この基準に基づき、当期は租税特別措置法第 57 条の 10 により算定した金

額に基づき計上しています。 

   すべての債権は、資産査定要領に基づき、資産査定部署（企画管理課）が資産

査定を実施し、当該部署から独立した監査部署（監査室）が査定結果を監査して

おり、その査定結果に基づいて上記の引当を行っています。 

 (2)賞与引当金・・・・ 

賞与引当金は、職員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち

当期負担分を計上しています。 

(3)退職給付引当金・・・・ 

退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上し

ています。なお、当組合は職員数 300 人未満の小規模企業等に該当するため、「退職

給付会計に関する実務指針(中間報告)」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告

第 13号平成 11年 9 月 14 日）により簡便法を採用しています。 

(4)役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金

規程に基づく期末要支給額を計上しています。 

 （5）外部出資等損失引当金 

外部出資等損失引当金は、当組合の外部出資先への出資に係る損失に備えるため、

出資形態が株式のものについては有価証券の評価と同様の方法により、株式以外のも

のについては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額を計上しています。 

 

５． リース取引に係る会計処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、リース取引開始日が平成２０年１２

月３１日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっています。 

６． 消費税の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

７． 記載金額の端数処理 

     貸借対照表及び損益計算書及び剰余金処分計算書並びに注記表の記載金額は千

円単位で、千円未満を切り捨てて表示しています。 

また、金額が千円未満の科目については「０」で表示し、期中に取引があるが期末に

残高が無い科目は、「―」で表示しています。 

Ⅱ．会計方針の変更 

 

1. 資産除去債務に関する会計方針の変更 

「資産除去債務に関する会計基準（企業会計基準第 18 号 平成 20 年３月 31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第 21 号 平成 20 年３月 31 日）が、平成 22 年４月１日以後開始する事業年度か

ら適用されたことに伴い、当期より同会計基準及び同適用指針を適用しています。 

    これによる、損益に与える影響はありません。 
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Ⅲ. 追加情報 

 

１．損益計算書関係 

「農業協同組合法施行規則」（平成 17 年農林水産省令 27 号）別紙様式が「農

業協同組合法施行規則等の一部を改正する省令」（平成 23 年３月 24 日付農林水

産省令第 10 号により改正、施行されたことに伴い、損益計算書における表示に

ついて、「法人税等合計」を追加設定しています。 

 

Ⅳ．貸借対照表に関する注記 

 

１． 固定資産の圧縮記帳額 

国庫補助金の受領により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳累計

額は 289,323 千円であり、その内訳は次のとおりです。なお、当期は圧縮記帳を実施し

ていません。 

     土地・・22,665 千円  建物・・102,028 千円   構築物・・3,095 千円 

機械及び装置・・158,603 千円  器具及び備品・・2,932 千円 

 

２. リース契約により使用する固定資産 

2） リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」等の適用初年度開始前の所有権 

移転以外ファイナンス・リース取引は次のとおりです。 

(ア) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

                               （単位：千円） 

 機械装置 器具備品 合計 

取 得 価 額 相 当 額 3,405 15,156 18,561 

減価償却累計額相当額 3,291 15,156 18,448 

期 末 残 高 相 当 額 113 - 113 

  うち１年以内の金額 113 - 113 

なお、取得価額相当額及び期末残高相当額の算定は、未経過リース料期末残高

の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込法によってい

ます。 

 

② 当期の支払リース料（減価償却費相当額） 

支払リース料 2,971 千円 

 

③ 減価償却相当額の算定方法は定額法を採用しています。 

 

３.  担保に供している資産 

   担保に供している資産の内容及びその金額は、次のとおりです。 

定期預金   500,000 千円    信連当座貸越、信連為替決済 

 

４． 役員に対する金銭債権・債務 

    理事及び監事に対する金銭債権・金銭債務はありません。 
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５． リスク管理債権の状況 

   貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に該

当するものはありません。 

① 破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が相当期間継続していることその他の事由

により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上し

なかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい

う。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。 

② 延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営

再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金で

す。 

③ ３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上

遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。 

④ 貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな

る取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当し

ないものです。  

 

Ⅴ．損益計算書に関する注記 

 

1.  購買品供給原価には、棚卸資産の収益性の低下に伴う簿価切下げによる棚卸評価損

25 千円が含まれています。 

 

Ⅵ．金融商品に関する注記 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当組合は、農家組合員から預かった貯金をもとに、農家組合員や地域内の企業や

団体等へ貸付けを行っています。また、滋賀県信用農業協同組合連合会へ預けてい

るほか、国債や地方債等の債券の有価証券による運用を行っています。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員や地方公共団体等に

対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、顧客の契約不履行によってもたらされ

る信用リスクにさらされています。 

また、有価証券は、主に債券であり、その他有価証券で保有しています。これらは発

行体の信用リスク、金利及び市場価格の変動リスクにさらされています。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を

決定しています。また、通常の貸出取引については、本所に審査部署を設置し与信審

査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロー等により償還能力の

評価を行うとともに、担保評価基準等厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っていま

す。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正

に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化
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に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償

却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。 

② 市場リスクの管理 

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールする

ことにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と

収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析等

を実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めていま

す。 

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し等の投資環境分析及

び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会におい

て運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日

常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用

方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針等に基づき、有価証券の売買やリスクヘッジ

を行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行

っているかどうか確認し、定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。 

 

市場リスクに係る定量的情報 

    当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品

です。当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主

たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類してい

る債券、貯金です。 

    当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金

利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管

理にあたっての定量的分析に利用しています。 

    金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、

指標となる金利が 0.20%上昇したものと想定した場合には、経済価値が 438 千

円減少するものと把握しています。 

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利

とその他のリスク変数の相関を考慮していません。 

    また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を

超える影響が生じる可能性があります。 

 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成

し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資

判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握し

たうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価（時価に代わるものを含む。）には、市場価格に基づく価額のほか、

市場価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む。）が含

まれています。当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、

異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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２．金融商品の時価に関する事項 

（１）金融商品の貸借対照表計上額、時価及び差額 

当期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。 

なお、時価の把握が困難なものについては、次表に含めず、（３）に記載しています。 

                                                  

                                             （単位：千円） 

種  類 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

預   金 8,502,436 8,484,680 △17,755 

有価証券 534,540 534,540 - 

 その他有価証券 534,540 534,540  

貸出金（注１） 1,332,577   

 貸倒引当金（注２） △4,466   

貸倒引当金控除後 1,328,110 1,374,591 46,480 

資 産 計 10,365,087 10,393,811 28,724 

貯   金 10,073,252 10,061,927 △11,325 

負 債 計 10,073,252 10,061,927 △11,325 

（注３） 貸出金には貸借対照表上、雑資産に計上している職員厚生貸付金 1,746

千円を含めています。 

（注４） 貸出金に対応する一般貸倒引当金を記載しています。 

 

（２）金融商品の時価の算定方法 

【資  産】 

①預  金 

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレー

トであるＬｉｂｏｒ・円Ｓｗａｐレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定して

います。 

②有価証券 

債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。 

③貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の

信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから

当該帳簿価額によっています。 

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の

合計額をリスクフリーレートであるＬｉｂｏｒ・円Ｓｗａｐレートで割り引いた額から貸倒引当金

を控除して時価に代わる金額として算定しています。 

また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を

控除した額を時価に代わる金額としています。 
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【負  債】 

①貯  金 

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみな

してい ます。また、定期貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・

フローをリスクフリーレートであるＬｉｂｏｒ・円Ｓｗａｐレートで割り引いた現在価値を時価に

代わる金額として算定しています。 

 

（３）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは

（１）の金融商品の時価情報に含まれていません。 

（単位：千円) 

 
     貸 借 対 照 表 計 上 額 

外部出資(注) 317,052   

（注）外部出資時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象 

としていません。 

 

（４）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額      （単位：千円) 

種   類 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

預   金 8,502,436 － － － － － 

有価証券 - － － － 107,310 427,230 

 その他有価

証券のうち

満期がある

もの 

－ － － － 107,310 427,230 

貸出金（注） 186,693 108,239 95,763 89,631 87,286 763,215 

（注）貸出金のうち、当座貸越 8,892 千円については「１年以内」に含めています。また、

期限のない劣後特約付ローンについては「５年超」に含めています。 

 

（５）貯金の決算日後の返済予定額                                （単位：千円) 

種   類 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

貯金（注） 8,978,418 562,720 394,432 49,549 88,131 - 

（注）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めて開示しています。 

 

（６）有価証券の時価及び評価差額に関する事項 

①その他有価証券で時価のあるもの                            

(単位：千円) 

 
種     類   

取得原価 

又は償却原価 

貸借対照表 

計上額 
評価差額 

貸借対照表計上 国    債 99,942 107,730 7,787 
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額が取得原価又

は償却原価を超

えるもの 

地  方  債 398,858 426,810 27,951 

計 498,801 534,540 35,738 

なお、上記の評価差額から繰延税金負債 9,863 千円を差し引いた額 25,874 千円

が、「その他有価証券評価差額金」に計上されています。 

 

②当期中に売却したその他有価証券 (単位：千円) 

種 類 売却額 売却益 売却損 

国 債 500,680 2,618 △500 

地 方 債 107,100 7,100 － 

計 607,780 9,718 △500 

 

Ⅶ 退職給付に関する注記 

 

１．退職給付制度の概要 

   職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用してい

ます。また、この制度に加え、退職給付の一部に充てるため、独立行政法人勤労者退職

金共済機構との契約による中小企業退職金共済制度を採用しています。 

   なお、退職給付債務・退職給付費用の計上にあたっては「退職給付に係る会計基準の

設定に関する意見書」（平成 10 年 6 月 16 日企業会計審議会）に基づき、簡便法により行

っています。 

 

２．退職給付債務等の内容 

（１）退職給付債務及びその内訳 

 (単位：千円) 

① 退職給付債務 △185,676 

② 年金資産 52,371 

③ 未積立退職給付債務  (①＋②) △133,305 

④ 退職給付引当金   △133,305 

  

（２）退職給付費用の内訳 

(単位：千円) 

退職給付引当金への繰入額 10,155 

退職給付費用  10,155 

 

 

３．農林年金から将来見込額として示された特例業務負担金の額 

   人件費（うち福利厚生費）には、「厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合

制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律」附則第

57 条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要す

る費用に充てるため拠出した特例業務負担金 2,191 千円を含めて計上しています。 

   なお、同組合より示された平成 23 年 3 月現在における平成 44 年 3 月までの特例業務

負担金の将来見込額は 35,662 千円となっています。 
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Ⅷ 税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 

                                          (単位:千円) 

(繰延税金資産)  

退職給付引当金 36,377 

役員退職慰労引当金 4,247 

賞与引当金 1,317 

未払事業税 340 

未払費用 176 

外部出資償却 165 

外部出資等損失引当金 82 

その他 310 

繰延税金資産計 43,018 

評価性引当額 △4,806 

繰延税金資産合計（Ａ） 38,212 

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価益 △9,863 

繰延税金負債合計（Ｂ） △9,863 

繰延税金資産の純額（Ａ＋Ｂ） 28,348 

 

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因 

(単位:％) 

法定実効税率 31.0 

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 9.0 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.4 

事業利用分量による配当 △1.9 

住民税均等割等 3.2 

評価性引当額の増減 △0.2 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正

等 
41.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 78.5 

 

３.法定実効税率の改正による影響について 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正

する法律」（平成 23 年法律第 114 号）が、平成 23 年 12 月２日に公布され、平成 24

年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率が引き下げられることになりました。

これに伴い、長期一時差異項目にかかる繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

する法定実効税率は、前事業年度の 31.0％から、27.6％に変更されました。その結

果、繰延税金資産が 3,266 千円減少し、その他有価証券評価差額金が 1,215 千円、法

人税等調整額が 4,481 千円増加しています。 
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４．剰余金処分計算書  

（単位：千円） 

科     目 平成22年度 平成23年度 

１ 当期未処分剰余金 28,737 25,225 

２ 任意積立金取崩額 

くん炭施設解体積立金取崩額 

次期情報システム構築積立金取崩額 

 

3,230 

 

 

984 

計 31,967 26,209 

３ 剰余金処分額 16,165 7,905 

 

(1) 利益準備金 2,500 1,000 

(2) 任意積立金 

     施設改修等積立金 

施設改修等積立金 

    情報システム構築積立金 

    税効果調整積立金 

11,000 

(3,000) 

(5,000) 

  (0) 

(3,000) 

5,000 

(4,000) 

  (0) 

(1,000) 

  (0) 

(3) 出資配当金 

    普通出資に対する配当金 

1,322 1,341 

(4) 事業分量配当金 1,324 583 

４．次期繰越剰余金 15,820 18,284 

注）１．普通出資に対する配当の割合は、次のとおりです。 

      平成 22 年度 1.0％    平成 23 年度 1.0％ 

   ２．事業分量配当金の基準は、次のとおりです。 

           平成 22 年度 予約水稲肥料・農薬供給高千円当たり 30 円とする。 

      平成 23 年度 予約水稲肥料・農薬供給高千円当たり 15 円とする。 

   ３．目的積立金の種類、積立目的、積立目標額、取崩基準等は次のとおりです。      （単位：千円） 

種類・積立目標額 積立目的 取崩基準 当期末残高 積立後残高 

施設改修等積立金 組合の所有する施設

の取得、修繕、更

新、施設稼働の事故

処理等の原資にあて

る。 

当期剰余金に重要

な影響を与える修

繕費、事故処理及

び減価償却費を計

上したとき。 

228,000 232,000 

情報ｼｽﾃﾑ構築積立金 情報システム等を構

築するために必要な

経費に充てる 

次のように支出が

あった年度の決算

期に、当該支出相

当額を取り崩す。

総合ﾎﾟｲﾝﾄｼｽﾃﾑの

開発負担が発生し

たとき。ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

を開設したとき。 

- 1,000 

   ４．次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための教育情報繰越額が含まれてい

ます。 

      平成 22 年度 600 千円 

      平成 23 年度 300 千円 
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５．部門別損益計算書（平成23年度）                （単位：千円） 

区   分 計 
信  用 

事  業 

共  済 

事  業 

農業関連 

事  業 

生活その他 

事   業 

営  農 

指導事業 
共通管理費等 

事業収益 ① 548,688 111047 65591 181332 187207 3511  

事業費用 ② 325,110 28,549 6,078 117,695 165,067 7,722  

事業総利益③（①－②） 223,578 82,498 59,513 63,638 22,140 △4,211  

事業管理費  ④ 

（うち減価償却費⑤） 

（うち人件費 ⑤’） 

220,879 

(33,339) 

(156,982) 

51,522 

(4,962) 

(38,486) 

39,564 

(3,739) 

(11,587) 

65,171 

(13,931) 

(42,483) 

47,444 

(8,504) 

(32,355) 

17,179 

(2,203) 

(12,566) 

 

 うち共通管理費 ⑥ 

（うち減価償却費⑦） 

（うち人件費 ⑦’） 

 

 

17,641 

(4,557) 

(10,743) 

11,587 

(3,587) 

(6,535) 

24,598 

(6,639) 

(14,660) 

15,402 

(4,373) 

(8,993) 

4,386 

(1,684) 

(2,211) 

△73,614 

(△20,841) 

(△43,142) 

事業利益 ⑧（③－④） 2,699 30,976 19,950 △1,533 △25,304 △21,390  

事業外収益 ⑨ 5,802 1,162 753 2,765 899 224  

 うち共通分 ⑩  1,042 745 1,223 892 220 △4,121 

事業外費用  ⑪ 247 69 48 70 46 14  

 うち共通分 ⑫  69 43 70 46 14 △242 

経常利益 ⑬（⑧＋⑨－⑪） 8,254 32,068 20,655 1,162 △24,451 △21,180  

特別利益 ⑭ 1,241 59 1,130 7 44 0  

 うち共通分  ⑮  1 0 2 1 0 △4 

特別損失 ⑯ 5 1 1 1 1 0  

 うち共通分 ⑰  1 1 1 1 0 △5 

税引前当期利益 ⑱ 

（⑬＋⑭－⑯） 
9,490 32,126 21,784 1,168 △24,408 △21,180 

 

営農指導事業分配賦額 ⑲  7,164 2,399 8,316 3,301 △21,180 

営農指導事業分配賦後 

税引前当期利益 ⑳ 

（⑱－⑲） 

9,490 24,962 19,386 △7,148 △27,710  

注）１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等は、次のとおりです。 

(1) 共通管理費等 （人件費を除いた事業管理費割＋人数割＋事業総利益割）の平均値 

(2) 営農指導事業 （配賦割＋事業総利益割）の平均値 

 

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。                 （単位：％） 

区   分 
信  用 

事  業 

共  済 

事  業 

農業関連 

事  業 

生活その他 

事  業 

営農指導 

事  業 
計 

共 通 管 理 費 等 23.96 15.74 33.42 20.92 5.96 100 % 

営 農 指 導 事 業 33.82 11.32 39.26 15.60  100 % 

（記載上の注意）共通管理費等として各部門に配賦された事業外損益（⑩、⑫）、特別損益（⑮、⑰）の額が相当多額であり、かつ

その配賦基準が共通管理費（⑥）の配賦基準と異なるときは、当該収益又は損失の勘定を付して、それぞれの配賦基準及び配

賦割合を注記すること。 
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６．財務諸表の正確性等にかかる確認 


